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開  会 

 

○森川部会長  ただいまから情報通信審議会第７２回電気通信事業政策部会を開催いた

します。皆様方、ゴールデンウィークの合間に、お忙しい中をお集まりいただきまして

ありがとうございます。本日もウェブ会議にて会議を開催しておりまして、現在、委員

８名中８名、全員の皆様方に御出席いただいておりまして、定足数は満たしております。 

 オンライン、ウェブ会議となりますので、皆様、御発言の際はマイク及びカメラをオ

ンにし、お名前をいただいた後に御発言のほうをお願いできればというふうに思います。

また、本日の会議の傍聴につきましては、ウェブ会議システムによる音声のみでの傍聴

とさせていただいております。 

 それでは、お手元の議事次第に従いまして、議事を進めてまいりますが、本日の議題

は、諮問案件の１件となります。 

 

（１）諮問案件 

 

「ＩＰ網への移行等に向けた電気通信番号制度の在り方」について 

【令和６年５月２日付け諮問第１２３８号】 

 

○森川部会長  諮問第１２３８号「ＩＰ網への移行等に向けた電気通信番号制度の在り

方」についての審議をお願いいたします。本件は本日、総務大臣より情報通信審議会に

諮問され、同日付で情報通信審議会議事規則第１１条第８項の規定により本部会に付託

されたものとなります。 

 それでは、総務省から御説明をお願いできますでしょうか。よろしくお願いいたしま

す。 

○平松番号企画室長  番号企画室長の平松と申します。本日はどうぞよろしくお願いい

たします。それでは、お手元の資料に基づきまして御説明させていただきます。資料７

２－１－１を御覧ください。ただいま表示させていただいております。 

 画面に資料７２－１－１を表示させていただいておりますが、こちらが諮問書になっ

てございます。 

 次のページの別紙を御覧ください。まず、諮問第１２３８号、ＩＰ網への移行等に向
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けた電気通信番号制度の在り方としてございます。 

 １番目の諮問理由といたしまして、令和元年５月に施行された電気通信事業法の改正

法によりまして、電気通信番号制度の改正が行われ、電気通信番号計画によって電気通

信番号の種別ごとに当該種別の電気通信番号の使用に関する条件が規定された。 

 一方、令和７年１月には、公衆交換電話網（ＰＳＴＮ）のＩＰ網への移行の完了が予

定されており、従来の網間信号接続の在り方などに変更が生じ得る。 

 また、ＩＰ網への移行後は、固定電話番号においても、双方向の番号ポータビリティ

を可能とすることが予定されているが、その例外の設定の必要性などについては明らか

にされていない。 

 さらに、従来から特殊詐欺などの犯罪に電気通信番号が悪用される例が後を絶たず、

最近はこのような例に対する逮捕・起訴・実刑判決に至った事例も増加している。 

 ついては、公衆交換電話網のＩＰ網への移行完了を見据えた電気通信番号の使用に関

する条件等や、電気通信番号の犯罪利用に対する抜本的な対策について、これまでの議

論を踏まえつつ、検討を行う必要がある。 

 以上により、ＩＰ網への移行等に向けた電気通信番号制度の在り方について諮問する

ものであるとしております。 

 ２番、答申を希望する事項は、ＩＰ網への移行等に向けた電気通信番号制度の在り方。 

 ３番、答申を希望する時期は令和６年１０月頃。 

 ４番、答申が得られたときの行政上の措置は、今後の情報通信行政の推進に資すると

いうことにしております。 

 これらにつきまして、詳細はお手元の資料７２－１－２で御説明させていただきたい

と思います。 

 まず、１ページ目を御覧ください。１ページ目は、今回の諮問の全体の概要というこ

とになってございます。主な検討課題は、こちらにお示ししていますとおり３つになっ

てございまして、最初の２つがＩＰ網への移行に向けた関係でございます。１番目は、

事業者間による網間信号接続の在り方の制度の見直し・明確化の検討。２つ目は、ＩＰ

網への移行後は固定電話番号についても、双方向の番号ポータビリティをすることにし

ておりまして、これに関する制度の見直し・明確化の検討をしたいと思ってございます。

３番目が最後でございますが、電気通信番号の犯罪利用への対策に関する検討としてお

りまして、現在のこの犯罪利用の実態や現行の取組について整理して、これを踏まえた
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対策の方向性や制度改正について検討したいというふうに思ってございます。 

 続いて、次のページでございますが、まず、最初に電気通信番号の概要について御紹

介させていただきたいと思います。 

 ３ページ目を御覧ください。電気通信番号制度に関しましては、先ほどの諮問書にも

頭出しさせていただきましたが、令和元年にこのような制度になってございます。具体

的には電気通信番号を使用する全ての電気通信事業者は、総務大臣から電気通信番号の

使用計画の認定を受けることが必要ということになってございます。従来は、総務大臣

はこの電気通信番号の指定という行為だけをしておりましたが、これに加えまして、番

号の指定を受けた事業者もこの指定を受けた事業者から電気通信番号の卸の提供を受け

て、その番号を使う人たちも含めまして、全ての方々にこの電気通信番号の使用計画と

いうものを策定いただいて、これに対して総務大臣の認定が必要であるというような制

度に改まりました。 

 この指定を受けない事業者についても、この電気通信番号の使用計画の認定を受ける

ことが必要になったのですけれども、この中には、そもそものこの番号の指定を受ける

事業者、例えばＮＴＴ東西などが当たりますが、この方々のサービスをそのまま単純再

販をしているような事業者も一定数ございまして、このような方々については、改めて

この電気通信番号の使用計画の内容を見ても、もともとのこの番号の指定を受けた事業

者の計画と同様ということでございますので、改めて計画の内容を見る政策的な必要性

がないということと、このような計画についてまで一つ一つ認定の申請をしているのは、

この事業者にとっても負担になってくるということもございまして、みなし認定という

制度も併せて整備されたというような体制になっているものでございます。 

 ４ページ目は電気通信番号制度の概要というところで、電気通信番号の計画ですとか

電気通信番号の種別、認定事業者数について記載させていただいております。詳細につ

いては割愛させていただきます。 

 それでは、今回諮問させていただく内容の課題の３つにつきまして、詳細を御説明さ

せていただきたいと思います。１つ目は、網間信号接続の現状と課題というところでご

ざいます。 

 ６ページ目を御覧ください。現状、この網間信号接続でございますが、電気通信番号

計画では、自ら指定を受けて電気通信番号を使用する場合、指定電気通信事業者の場合

という意味でございますけども、網間信号接続として次のような使用条件が定められて
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おります。こちらの表は電気通信番号計画を抜粋したものでございまして、上の表が固

定電話番号・音声伝送携帯電話番号についての記述、下が付加的役務電話番号とそのほ

かの番号に関する記述でございます。 

 いずれも（１）については長く書いているのですけども、要は第一種指定電気通信設

備と接続してください。それと接続することによって、どのような電話についても誰で

もつながることにしてくださいというような規定ぶりがされてございます。 

 これはどういうことかと申し上げますと、下のネットワークのイメージ図というとこ

ろで記載がございますが、（１）がこのＰＳＴＮのＩＰ網移行前のネットワーク図でご

ざいまして、現在はＮＴＴのＰＳＴＮでは、各都道府県にＰＯＩ、これは事業者間の相

互接続点になりますけれども、これが第一種指定電気通信設備ということで指定されて

ございまして、これと接続することによって全ての電話がつながるようにしてください

ということを想定して、この第一種指定電気通信設備と接続してくださいということが

規定されてございます。 

 これがＩＰ網への移行後どうなるかというと、（２）のようなネットワーク図になり

まして、各都道府県に設置されたＰＯＩというのがなくなりまして、ＮＴＴ東西の東京

と大阪のみの２拠点のみにこのＰＯＩというのが設置されていくような構造になってご

ざいます。このようなネットワークの構造の変化を想定しまして、この固定電話番号と

音声の伝送携帯電話番号については、上の表の（２）のところで全ての事業者とインタ

ーネットプロトコルを使用して直接接続する方法ということが、令和元年に整備されて

いたというような状況になっているところでございます。 

 現状どうなっているかというと、（２）のところで御説明差し上げました２拠点の東

京と大阪のＰＯＩなのですが、令和５年６月に、改めて第一種指定電気通信設備に指定

されたという状況になってございまして、現在は（１）、（２）とわざわざ分けて整備し

ていたのですが、もともとの（１）でも、そのまま第一種指定電気通信設備として接続

してくださいという方法で読めているというところで、若干この固定と音声伝送携帯電

話番号の規定ぶりや使用条件に重複感があるというようなところが出ているという点が

１つ目です。 

 ２つ目は、この（２）の部分については、後ろのほうにＥＮＵＭ方式に限るというと

ころの規定ぶりがございまして、ここが（１）、（２）の大きな差の違うところなのです

が、このＥＮＵＭ方式に限るとしているのは、電話の番号ポータビリティをしていくた
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めには、このＥＮＵＭ方式にしていただく必要がありまして、特に固定電話番号と音声

伝送携帯電話番号については、競争政策の観点から、番号ポータビリティをするという

ことが総務省で方針として決めていて、それに基づいてＥＮＵＭ方式に限るというよう

な番号の使用条件が現在つけられているというところなのですが、このＥＮＵＭ方式に

限るという規定については、付加的役務電話番号等については特に規定はされていない

ので、こちらについてこのような規定ぶりが必要かどうかということが論点になってく

るというような状況でございます。 

 ７ページ目を御覧ください。７ページ目は今、口頭で御説明したことが記載させてい

ただいておりますが、課題といたしましては、ＩＰ網移行というネットワーク接続の変

化やＮＴＴ東日本・西日本の東京・大阪のＰＯＩが第一種指定電気通信設備に令和５年

６月に指定されたということを踏まえまして、現行の網間信号接続に関する使用条件が

先ほど申し上げたように重複しており、そういったことが適切かどうか、検討が必要で

はないかというような状況になってございます。 

 そこで検討事項といたしまして、まずは固定電話番号・音声伝送携帯電話番号につい

ては、重複感があるような部分についてどう考えるのかというのが１つ目。２つ目につ

いては、付加的役務電話番号などについては、そもそも現行上、ＥＮＵＭ方式の義務づ

けがない、ＥＮＵＭ方式を義務づけるためにはそもそもこれらについて番号ポータビリ

ティの必要性があるのかどうかということについて、検討していくことが必要だという

ふうに考えております。こちらが課題の１つ目の内容でございます。 

 ８ページ目はＥＮＵＭ方式について説明した内容ですが、詳細については割愛させて

いただきます。 

 続きまして、２つ目の課題でございました固定電話番号における番号ポータビリティ

の現状と課題でございます。 

 １０ページ目を御覧ください。１０ページ目でございます。まず現状でございますが、

現在、電気通信番号計画では、音声伝送携帯電話番号と同様に固定電話番号についても、

双方向の番号ポータビリティをしてくださいというようなことの条件付けとして規定さ

れてございます。こちらの表にございますのは電気通信番号計画の抜粋でございまして、

上が固定電話番号の使用に関する条件、下が音声伝送携帯電話番号の使用に関する条件

でございます。いずれも双方向相互間で番号ポータビリティを可能としなければならな

いというような規定がございます。 
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 こちらで、下のほうの音声伝送携帯電話番号の使用に関する条件のほうを見ていただ

きたいんですけども、こちらはただし書きといたしまして、例えばデータ伝送役務だけ

しか提供していない場合ですとか、ショートメッセージサービスのみ、つまりＳＭＳの

みを提供している場合についてまで、こちらについては非常にサービスが小さいもので

すので、こういった場合についてまでは番号ポータビリティを義務づけしていないとい

うような例外規定が設けられてございます。 

 一方、上のほうの固定電話番号のほうの使用条件については、このような例外規定が

現在ございません。このような状況について事業者とお話ししていますと、例えば公衆

電話ですとか、電話番号ポータビリティのニーズがおよそないようなものについてもあ

るのではないかというような話がございまして、それがこういうものが仮に認められま

すと、形式上、今の規定ぶりでは、この番号計画違反ということが生じてしまいますの

で、検討事項といたしましては、固定電話番号の番号ポータビリティについて、義務づ

けの除外とすることが適当と考える役務があるかどうかということについてきちんと確

認し、制度について反映していきたいというふうに考えてございます。こちらは２つ目

の課題でございました。 

 最後が、３つ目の課題といたしまして、電気通信番号の犯罪利用や対策ということで

ございます。 

 １２ページ目を御覧ください。１２ページ目にお示ししているグラフは、毎年、警察

庁が公表されております特殊詐欺の認知・検挙状況についての数字を事務局の総務省で

グラフ化したものになってございます。また、このグラフ化に合わせて、当時どんな犯

罪の手口があったかという主なものについて記載させていただいております。オレオレ

詐欺のようなものが特殊詐欺と言われておりますけれども、こういったものが多く言わ

れるようになったのは大体平成１６年からでございまして、当時は、足がつかないプリ

ペイド携帯電話が多く利用されておりました。 

 そこでこういった使い方について対応するために、携帯電話不正利用防止法が制定さ

れまして、きちんと携帯電話、プリペイド電話も含めまして、本人確認の義務づけとい

うものがされたところでございます。平成２０年にはこの本人確認義務のスコープを広

げまして、対策を講じて、平成２１年には大きくこの特殊詐欺の件数も減ったのですが、

その後、このような本人確認義務をかいくぐるような形ですとか、また、固定電話番号

を利用した電話転送サービス、固定電話番号には０３とか０６とかそういったものです
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けども、こういったものには一定の信頼性があるというところでこのようなものが表示

されますと、特に高齢者の方が特殊詐欺にかかりやすいという、そういった心情的なと

ころをうまく利用されたように、この転送サービスが使われるようなことがありまして、

徐々にこの特殊詐欺の件数が増加していったというような状況がございます。 

 令和元年には、先ほどお話ししましたこの電気通信番号計画というのが施行され、新

たな対策を講じまして、また減ったのですが、最近では、今度は０５０のＩＰ電話とい

うものがどんどん使われるようになりまして、増加しているというような状況になって

ございます。 

 今年度に入りまして、この０５０のＩＰも契約時の本人確認義務に対象になっており

ますので、この数が少し減ってきたのではないかというふうに思っているのですが、こ

ういった特殊詐欺、電気通信番号を悪用した犯罪に関しましては、昔から対策を講じて

は新たな手段が登場して、犯罪に悪用されるというような言わば、いたちごっこのよう

な残念な状況が続いているというふうに感じてございます。 

 続いて１３ページ目でございます。具体的にこのような犯罪に使われている電気通信

番号ですが、種類としてどのような傾向があるのかということについてお示ししている

のがこちらの表になっております。こちらは令和５年の１月から１１月のグラフでござ

いまして、警察庁で取りまとめられた図になって、グラフになってございます。 

 ボリュームといたしましては、赤の国際電話番号、オレンジの０５０番号が多いので

すが、こちらは対策を講じていることによりまして段階的に減少傾向になっております。

恐らく令和６年、今年に入りますと、もっと数としては減っているのではないかという

ふうに思います。 

 一方、従来からこの水色の固定電話番号については、転送電話含めまして対策を講じ

てきましたが、こちらが徐々に増加しているというような状況になってございまして、

こちらも新しい対策を講じたら、昔ながらの電話番号が増えているという半ばモグラた

たきのような状況になっているというような形になってございます。 

 続いて１４ページ目でございますが、最近では、先ほど令和元年から開始した電気通

信番号使用計画の認定制度について御説明させていただきましたが、この総務大臣から

使用計画の認定を受けた電気通信事業者が、逮捕・起訴されて実刑判決が出ている例と

いうものも最近は増えてきてございます。こちら、どのような形かと申し上げますと、

電気通信番号の使用計画の認定を総務大臣から受けますと、その電気通信事業者は番号
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を使用することが可能になります。その使用が可能になった番号を特殊詐欺グループに

提供して、その特殊詐欺グループがその番号を使って電話口で詐欺を行うということが

一般的なやり方です。 

 ですので、この電気通信事業者は特殊詐欺の幇助犯というような形で、起訴・逮捕・

検挙されているところが非常に多いところでございまして、その被害額についても１社

当たり１５億円とか１０億円以上のお金をだまし取っているというような形で非常に規

模が小さくないところでございますし、令和５年の特殊詐欺についても全体では４００

億円を超えているというところで増加傾向にあるということ、また、この特殊詐欺につ

いては、７０％、８０％の方の被害者が高齢者、６５歳以上の方が被害に遭っていると

いうことで、非常に社会的に悪質性が高い重大な犯罪ではないかというふうに思ってい

るところでございます。 

 このような現状につきまして、課題といたしましては１５ページ目になりますが、現

在このような電気通信番号にもともと特殊詐欺などの犯罪に使うということをあらかじ

め思っていながらそういった意思を秘匿して、電気通信番号使用計画の認定の申請を行

う方々というのが現実としてはいらっしゃるのですが、こういった方々に対して抑止効

果を働かせるなど有効な対策を行うことができていない、そういうことが必要だという

ふうに考えてございます。 

 もう一つは認定をした後の話なのですが、認定した後にこういった事業者が電気通信

番号を犯罪に悪用した場合については、迅速に認定を取り消すなどの対応を行うことが

必要と思いますけれども、そういったことができていないというような課題が現在ござ

います。 

 そこで検討事項といたしまして、まずは電気通信番号の犯罪利用の現状を整理したい

と思っておりまして、電気通信番号の犯罪などに悪用されている実態ですとか、また、

こういった状況について何もしていなかったわけではなく、事業者において自主的に取

組などがされているところでもございますので、そういった状況について整理した上で、

電気通信番号の犯罪利用に対する有効な対策、予防的な対策、事後的な対策を含めまし

て整理いたしまして、制度改正を進めていきたいというふうに思ってございます。 

 最後、全体のスケジュールでございます。１７ページ目を御覧ください。本日、こち

らの審議会に５月２日、諮問させていただきまして、その後、具体的には電気通信番号

政策委員会で詳細に検討していきたいと思ってございます。 
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 具体的に検討課題、今後の進め方を整理した後に、ヒアリング、論点整理を重ねまし

て、９月頃に報告書を取りまとめ、また、審議会に答申案について出させていただきま

して、パブリックコメントを経まして、１０月ぐらい、秋ぐらいに答申をいただくとい

うような現在のスケジュールで考えさせていただいてございます。 

 以上が御説明となります。御審議のほどどうぞよろしくお願いいたします。 

○森川部会長  平松室長、ありがとうございました。それでは、皆様方、ただいまの御

説明につきまして、何か御意見あるいは御質問等ございましたらチャットでお知らせい

ただけますでしょうか、皆様方、いかがですか。よろしいですか、特に御意見等ござい

ませんか。 

 それでは、ありがとうございます。特に御意見、御質問等ないようですので、定足数

も満たしておりますので、ただいまいただいた御説明を了承し、本件諮問の審議に当た

り電気通信番号政策委員会において調査検討を進めていただくことにしたいと思います

が、いかがでしょうか。お気づきの点等ございましたらチャットでお知らせいただけれ

ばと思います。いかがですか、よろしいですか。 

（「異議なし」の声あり） 

○森川部会長  それでは、本件諮問につきましては、電気通信番号政策委員会において

調査検討を進めていただきますよう、よろしくお願いいたします。ありがとうございま

す。 

○平松番号企画室長  ありがとうございました。 

 

閉  会 

 

○森川部会長  以上で本日の議題は終了となりますが、皆様方から何かございますか。

事務局から何かございますでしょうか。 

○片山総合通信管理室長  本日はありがとうございます。事務局から特にございません。 

○森川部会長  ありがとうございます。それでは、以上をもちまして、本日の会議を終

了といたします。次回の日程につきましては、開催日が決まり次第、事務局から御連絡

差し上げるということでございます。 

 それでは、皆様方、お忙しいところ、お集まりいただきましてありがとうございまし

た。以上で閉会といたします。ありがとうございました。 


